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●長崎県立大学 令和７年度第１１回教育研究評議会 議事録 

日  時 令和８年２月４日（水） 1６：２0～１７：３５ 

場  所 佐世保校第１、２会議室  シーボルト校特別会議室 

出席者 

浅田学長、橋本副学長兼教育開発センター長、大塚副学長兼地域創生研究科

長、谷澤経営学部長、横山地域創造学部長、荻野国際社会学部長、有田情報シ

ステム学部長、古場看護栄養学部長、山本地域創生専攻長兼地域社会マネジメ

ント専攻長、平岡情報工学専攻長、倉橋人間健康科学専攻長、綱附属図書館長

兼佐世保校附属図書館長、河又シーボルト校附属図書館長、車国際交流研究セ

ンター長、青木地域連携センター長、島 NAGASAKI セキュリティベース研究所

長、井上事務局長、山田シーボルト校事務局長、城山学生支援部長 

配付資料 

【資料１】審査結果の報告について 

【資料２】教員の公募について 

【資料３】昇任審査結果の報告について 

【資料４】客員研究員の受入 

【資料５】長崎県立大学における教員評価実施基準（令和７年度実績）（案）、 

        長崎県立大学における教員評価実施基準（令和８年度実績）（案） 

【資料６】長崎県立大学経営学部履修規程の改正について 

【資料７】長崎県立大学地域創造学部履修規程の改正について 

【資料８】長崎県立大学情報システム学部履修規程の改正について 

【資料９】長崎県立大学履修規程に関する細則の改正について 

【資料１０】令和７（２０２５）年度卒業予定者就職内定状況（１月３１日現在）につ

いて 

【資料１１】長崎県公立大学法人の中期計画〔第４期〕の変更の認可 

【資料１２】教育研究評議会資料（202６.02.04） 
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【協議事項１．教員の採用について】 

経営学部長から、資料１に基づき、経営学部経営学科教員（会計学）１名の採

用について、採用予定職名は特任教授、採用予定年月日は令和８年４月１日とす

るとの説明がなされ、承認された。 

 

地域創造学部長から、資料１に基づき、地域創造学部公共政策学科教員（法

学（民法））１名の採用について、採用予定職名は講師、採用予定年月日は令和

８年４月１日、採用条件として「令和８年３月までに博士の学位を取得すること」を

付すとの説明がなされ、承認された。 

 

【協議事項２．教員の公募について】 

 経営学部長から、資料２に基づき以下のとおり説明がなされ、異議なく承認され

た。 

（説明内容） 

経営学部経営学科教員１名を公募する。職名は教授、准教授または講師、専門
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分野は経営学、担当科目は学部の「人的資源管理論」、「国際人事管理論」等、

大学院の「ヒューマン・リソース・マネジメント特論」、「マネジメント・リーダーシップ

特論」（分担）である。採用予定年月日は令和８年１０月１日またはそれ以前ので

きるだけ早い時期とする。 

 

【協議事項３．教員の昇任について】 

地域創造学部長、看護栄養学部長から、資料３に基づき、各学部教員から以

下のとおり昇任申請があったことがそれぞれ報告され、原案のとおり承認された。 

  地域創造学部実践経済学科：１名 

  看護栄養学部看護学科    ：１名 

 

【協議事項４．客員研究員の受入について】 

地域社会マネジメント専攻長から、令和８年４月からの受け入れ（継続）で、１

名から資料４のとおり申請書が提出されたとの説明があり、承認された。 

 

【協議事項５．長崎県立大学における教員評価実施基準（令和７年度実績）及び

長崎県立大学における教員評価実施基準（令和８年度実績）につ

いて】 

企画広報課長から、資料５に基づき実施基準について説明があり、承認され

た。 

（主な変更点） 

・ 「社会的要請に基づく講演会、市民講座、研修講師等」にかかる評価ポイ

ントは従前固定だったが、幅を持たせ、一定の範囲内で学部長がポイントを

決定する。（令和７年度実績より適用） 

・ 修士論文等の主査・副査及び博士論文の主査・副査にかかる評価ポイン

トは従前固定だったが、幅を持たせ、一定の範囲内で専攻長がそのポイン

トを決定する。（令和８年度実績より適用） 

 

【協議事項６．長崎県立大学経営学部履修規程の改正について】 

佐世保校学生支援課長補佐から、資料６に基づき以下のとおり説明があり、承

認された。 

（説明内容） 

・ 国際経営学科専門科目（経営学科共通科目を含む）の新設及び廃止を

行う。（「流通システム論」を「グローバルサプライチェーン」に変更。「国

際流通システム論」の廃止。「生産管理」の新設。） 

・ 改正理由は、担当教員の定年退職に伴う新規採用教員の公募を行うに

あたり、現行カリキュラムの見直しを行い、不足する科目を新設することで

専門科目の充実を図るもの。 

・ 令和８年度入学生から適用する。 
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【協議事項７．長崎県立大学地域創造学部履修規程の改正について】 

佐世保校学生支援課長補佐から、資料７に基づき以下のとおり説明があり、承

認された。 

（説明内容） 

・ 公共政策学科専門科目「市民自治論」の名称を、「地球市民社会論」に

変更する。 

・ 改正理由は、類似した名称の、他の学科専門科目（地方自治論、市民参

加論など）との区別を明確にするため。 

・ 令和８年度入学生から適用する。 

 

【協議事項８．長崎県立大学情報システム学部履修規程の改正について】 

シーボルト校学生支援課長補佐から、資料８に基づき以下のとおり説明があ

り、承認された。 

（説明内容） 

・ 情報セキュリティ学科専門科目の履修区分（必修／選択）の改正、別表

第１（選択科目最低修得単位数）及び別表第３（必修単位数、選択単位

数）の改正を行う。 

・ 改正理由は、現行のカリキュラムでは専門教育科目９２単位中７８単位が

必修科目で、必修単位数の多さが学生の履修計画の柔軟性を制限して

いるため。学生の履修の自由度を高める観点から選択化が可能な科目

について見直し、必修単位数を７２単位に改めるもの。 

・ 令和８年度入学生から適用する。 

 

【協議事項９．栄養健康学科に係る長崎県立大学履修規程に関する細則の改正

について】 

シーボルト校学生支援課長補佐から、資料９に基づき以下のとおり説明があ

り、承認された。 

（説明内容） 

・ 栄養健康学科の２年次から３年次への進級要件科目の見直しを行い、別

表第２の改正（進級要件に「解剖生理学実験Ⅰ」「解剖生理学実験Ⅱ」

「生化学実験Ⅰ」「生化学実験Ⅱ」「食品学実験Ⅰ」「食品学実験Ⅱ」

「基礎栄養学実験」を追加）を行う。 

・ 改正理由は、新たに進級要件に加える実験科目群を３年進級時までに修

得することにより、３・４年次に実施する臨地実習で求められる専門職とし

ての基礎的な態度・行動を備え、臨地実習をより円滑かつ安全に行うた

め。 

・ 令和８年度入学生から適用する。 

 

【報告事項１．令和７年度卒業予定者の就職内定状況について】 

学生支援部長から、資料１０に基づき、１月３１日現在の就職内定状況について
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報告がなされた。 

 

【報告事項２．長崎県公立大学法人の中期計画〔第 4期〕の変更認可について】 

企画広報課長から、資料１１に基づき、１０月の教育研究評議会で承認された

中期計画の変更について、令和８年１月２１日付で長崎県知事から認可されたこ

とが報告され、概要について以下のとおり説明がなされた。 

（説明内容） 

・ 教育研究評議会後、長崎県公立大学法人評価委員会での審議内容を

踏まえて表現を変更した箇所が若干あるが、概ね法人から提出した変更

案のとおり認可されている。 

・ 変更時点は令和８年４月１日である。中期計画は６年間の計画期間があ

り、それまでの計画を消すことはできないため、令和５年度から令和７年度

までは従前の計画として残り、令和８年度から令和１０年度は新しい計画

となる。 

・ 【４】（看護栄養学部を除く）達成水準において、３年修了時までに９割以

上の学生に卒業要件を修得させる旨の表現はなくなったが、「その確実な

達成につながる学習支援を行う」という表現を追加した。また、法人評価

委員会での議論を踏まえ、外部検定等を見直す場合は効果検証を行っ

たうえで改善を図る旨を記載している。 

・ 【４】（看護栄養学部栄養健康学科）「特に、卒業後管理栄養士資格が必

要な者の確実な合格を目指す」という表現を追加した。 

・ 【９】「県内就職率４４％」の数値目標はなくなったが、現在検討を行って

いる「長崎未来共創プロジェクト」に関係して、「長崎未来共創プロジェク

ト（仮称）へ連携協力する県内事業所数３００事業所（令和１２年度）を目

指し、令和１０年度までに１３５事業所（累計）と連携する」という目標が立

てられている。「県内就職率４４％」の目標はなくなっても、県立大学として

県内就職に関係した取り組みを行っていくという点に変更はない。 

・ 【１３】これまでは、地域連携センターと情報セキュリティ産学共同研究セ

ンターの計画が別に立てられていた。元々県の総合計画で分けて計画が

立てられていたという経緯があった。また、片方の計画は累計で、もう片方

の計画は単年度という違いもあったが、今回これらを１つにまとめ、「共同

研究と受託研究の合計件数３９件（毎年度）」と変更した。 

 

【報告事項３．情報提供】 

学長から、資料１２に基づき、大学を取り巻く動向等について報告がなされた。 

 

以上 


